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基本目標１ 産業活力の向上により、安定した雇用を創出する
基本的方向 新産業の創出及び民間と協働した地域経営

内閣官房・内閣府
「まち・ひと・しごと創生基本方針2019について」抜粋（令和元年６月）

〇企業版ふるさと納税を活用した民間資金の活用促進
本市と企業が連携し、企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の活用を促進することで、新たな
資金の流れを創出する

民間と協働した地域経営の推進
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基本目標１ 産業活力の向上により、安定した雇用を創出する
基本的方向 高等学校・大学等との連携強化
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〇地（知）の拠点大学との連携強化（第1期総合戦略での取組）

県内の７つの高等教育機関と、地（知）の拠点大学による地方創生事業（COC＋）に関する協定を締結

【連携協力事業】
・地域に求められる人材育成に関すること
・地域における産業の活性化、雇用創出及び学卒者の地元定着率の向上等に関すること
・地域の課題解決に関すること 等

第２期総合戦略では、大学に加え高等学校等との連携も強化

〇多様な働き方推進事業（Ｈ28年度～）
本市では、若年層の人口移動として、特に高等学校卒業後の進学による県外への転出超過の傾向が見受けられ

ることから、若者の本市への定着を目指すため、多様な働き方を提示するとともに、施策への活用を図る

【事業内容】
・若者向けＰＲブック（ライフスタイルブック）
の作成・配布

・若年層の定着・定住講演会の開催
→市内高等学校等のＰＴＡ総会等の機会
を活用し、保護者向けの講演会を実施

若者向けPRブック（「ありだね！」ブック） 講演会の開催



基本目標２ 交流・定住を促進し、新しい人の流れをつくる
基本的方向 地方移住の推進・関係人口の創出

引用）日本の未来 2019-2028 都市再生 地方創生編（日経BP社）

10年後の自治体経営の姿

従来の行政：
公共サービスの担い手

10年後の行政：
プラットフォーマー
※プラットフォームの設計・運用

都市のオープン化

〇先進コンパクトシティ（社会実験・実証実験等、先進的取組への積極性、豊富なデータ・エビデンス）

〇全国的に厳しい財政状況の中、安定経営と都市基盤整備（北陸新幹線開業、南北接続等）を両立
〇将来の高度情報化に向けたスマートシティ推進基盤の整備（居住エリアの98％をカバー）

本市の強み

〇将来的な財政逼迫（抜本的な事業領域の見直しと更なるアウトソース化・官民連携の推進）

〇公共領域を担えるプレーヤーが不足（行政主導のコンパクトなまちづくりの成果の半面、市民は行政依存傾向）

〇硬直化した産業構造、企業体質がイノベーションを阻害（都市のオープン化への対応に懸念）

〇高度情報化による社会構造の劇的な変化への対応（行政を主体とした対応に限界）

本市の課題

〇将来的に行政の役割を公共サービスの担い手からプラットフォーマーへシフト
〇市全体を「ラボ（実験室）」に見立てた地域課題解決型の官民連携プラットフォームを構築
〇都市人材（社会人、学生等）との人材循環・交流によるイノベーション創出と地域人材育成
〇官民連携によるスマートシティ推進とオープンイノベーション促進

課題解決の方向性

①ビジネス交流促進 ②コンパクトシティ×スマートシティ ③シティラボ（リビングラボ）

施策コンセプト

人口減少、少子高齢化
→税収減、社会保障費増大

自治体財政逼迫

行政に求められる役割の変化

行政におけるビジネス・経営
視点と官民連携の必要性

訪問 Visiting

受入 Reception

交流 Networking 共創 Co-Creation

Step1 Step2

市内人材・企業

市外人材・企業

事業体系

事業イメージ

富山市域＝ラボ（実験室）

シティラボ

定住・半定住 スマートシティ スタートアップ

〇社会人・学生等の市内人材・企業が都市人材・企業と交流、共創することで関係人口を拡大
〇地域課題に基づくイノベーション創出により地域人材を育成し公共領域のプレーヤーを確保
〇公共サービスのアウトソース・官民連携を促進することで「都市のオープン化」に対応

市外学生

×

×

市内企業
地域課題

市外企業

市内企業

市外企業

市内企業

交流 共創

市内学生

市内企業

×

投資
マネー

関係人口 人材育成

オープンイノベーション
PPPプラットフォーム

（コワーキングスペース等）
×

IoT技術

Step1

Step2

⑥ビジネス交流を促進する「場」の設置
⑦ビジネス交流を促進する「コーディネーター・プロデューサー人材」の確保
⑧ビジネス交流を促進するための市内人材・企業と市外人材・企業のマッチング・交流プログラムの確立
⑨オープンデータの更なる推進（データ量・質、ユーザビリティの向上）
⑩イノベーション人材・若手人材が柔軟な発想を活かしトライ＆エラーできる環境づくり

①ビジネス交流の動機となるようなまちづくりのビジョンやコンセプト、解決すべき課題の明示
②ビジネス交流の動機となるような先進的テクノロジー・ソリューションに関する情報発信
③ビジネス交流を目的として来街したビジネスパーソンの滞在環境の整備（Wi-fi、シェアオフィス等）
④ビジネス交流を目的とする短期移住者の本市訪問・滞在コストに対する支援策
⑤市内人材・企業の関心の高い市外人材・企業やビジネスイベントの誘致

Step3

〇ビジネス交流促進による関係人口拡大
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基本目標３ 生活環境の一層の充実を図る
基本的方向 歩きたくなるまちづくりの推進

〇歩くライフスタイルの推進
健康づくりとまちづくりが融合した歩きたくなるまちづくりを推進し、日常生活の中での「歩くライフスタイル」を推進するため、歩きたく
なる環境整備や普及啓発を通し、市民が健康で幸福に暮らす活力ある都市の創造に取り組む
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歩くライフスタイルを推進する上で、市民が歩くことに不安を感じることなく、まちを
楽しみながらより多く・より長く快適に歩ける環境を整え、まちの歩きやすさの向上
を図るために、民間資金を活用しながら道路や公園、民有地などの歩行空間に
ベンチを整備するもの。

「とほ活」ベンチの設置歩くインセンティブポイントサービス事業～Toyama Smart Life Point～

■「歩く」に関する機能
・歩数計機能
・消費カロリー計算機能
・歩数／距離のグラフ表示
・GPS対応
■「公共交通」に関する機能
・Beacon、QRコード対応
・公共交通情報配信
■「まちづくりへの参加」に関する機能
・Beacon、QRコード対応
・イベント情報配信機能

（賞品例）
リバーリトリート雅樂倶
ペア宿泊券 約10万円

イメージ

アプリケーションの機能

歩くことや公共交通の利用、イベントへの参加等の歩く交通行動に対して、
ポイントを付与するスマートフォンのアプリケーションを開発し、ポイントに応じた
賞品をインセンティブとして、歩くライフスタイルを促すもの（令和元年１１月
１日運用開始）。

ポイントに応じて
抽選により商品進呈 ①寄附を活用して市が設置（新設）

寄附（ふるさと納税・企業版ふるさと納税等）を活用して、市が市有地にベンチ
を新設するもの。

事業概要



基本目標４ 持続可能な都市経営・まちづくりを推進する
基本的方向 ＳＤＧｓ未来都市の推進

〇コンパクトシティ戦略による持続可能な付加価値創造都市の実現

これまでの環境モデル都市、環境未来都市の取組みを、経済価値、社会価値、環境価値の統合による都市創造のスパイ
ラルアップの視点から発展させ、「コンパクトシティ戦略による持続可能な付加価値創造都市」の実現を目指す

＜富山市の目指す都市創造のスパイラルアップ＞
①都市のかたち
・公共交通を軸としたコンパクトなまちづくりの実現
②市民生活
・ヘルシー＆交流シティの形成と質の高いライフ・ワークスタイルの確立
・地域が一体となり健康・子育て・教育環境を充実させる「ヘルシー＆交流シティ」へ
③エネルギー
・セーフ＆環境スマートシティの実現と地域エネルギーマネジメントの確立
④産業
・産業活力の向上による技術・社会イノベーションの創造
⑤都市・地域
・多様なステークホルダーとの連携による都市ブランド力の向上

＜SDGsの推進によるコンパクトシティ戦略の自律的好循環の創出＞

多様なステークホルダーと連携し、様々な取組により、
コンパクトシティ戦略の自律的好循環を創出

〇将来ビジョン 2030年のあるべき姿 〇自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 取組の概要
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基本目標４ 持続可能な都市経営・まちづくりを推進する
基本的方向 連携中枢都市圏の連携強化

【主な連携事業】
○乳幼児発達支援相談事業
成長や発達が気になる乳幼児の保護者から相談を受け、早期かつ専門的な
対応を行い、子どもの発達の促進と保護者の支援を行う。

○病児保育事業
病児保育室において病気の子どもを一時的に保育看護する。

○お迎え型病児保育事業

子どもが保育施設において急に体調不良となった際に、保護者に代わって市
職員が迎えに行き、かかりつけ医での受診後、病児保育室において保育看護
する。

○産後ケア事業
出産直後の母子に対して、助産師が常駐し、個室を利用した日帰りや宿泊な
どを通して、心身のケアや育児サポート等の支援を行う。

圏域全体の経済成長のけん引

滞在型観光連携事業

圏域内市町村観光事業担当者や観光関連事業

者などによる検討会を開催し、参加者間の情報交

換、圏域内観光資源の洗い出しなどを通じて、新た

な滞在型周遊ルートの造成や合同観光プロモー

ションを実施。

薬用植物栽培の事業化推進事業

富山駅周辺整備事業

高次の都市機能の集積・強化

圏域の高度な中心拠点である富山駅周辺の整備（路面電車南北接続等）に
取り組むことにより、都市機能を一層高めるとともに、圏域内外から通勤、通
学、観光などで訪れる人々の利便性の向上や富山駅周辺における賑わいを
創出する。

圏域形成に至った経緯

今後の展開

• 本圏域を構成する市町村は、昭和47（1972）年に一般廃棄物を処理するための富山地区広域圏事務組合を設立したほか、

北陸新幹線や北陸自動車道などの広域交通網、ＪＲやあいの風とやま鉄道、富山地方鉄道といったローカル線などによっ
て全体が有機的に結びつき、日ごろから就業や就学、消費活動など、住民の日常生活圏や経済圏が一体化している。

• 平成29年7月に、圏域住民が安心して快適な暮らしを営むことができる持続可能な圏域の形成を図ることを目的に、2市2
町1村の首長で組織する「富山広域連携推進協議会」を立ち上げた。

• 平成30年1月に連携協約を締結し、富山広域連携中枢都市圏ビジョンを策定した。

「富山市まちなか総合ケアセンター」でのサービスを圏域内住民に提供

富山市の中心部にある「富山市まちなか総合ケアセンター」で実施する事業に
ついて、これまでは富山市民に利用を限っていたが、連携市町村の住民も利用で
きるよう体制を整えることで、圏域内における障害児支援や子育て環境の充実を
図り、圏域全体で安心して出産・子育てができる環境を整える。

薬用植物栽培の事業化を検討する事業者を対象に、有
識者（大学、研究機関等）による研修会等を開催し、圏域
内の幅広い事業者から参加を募るとともに、新たな地域
産業の振興や、人材の育成を図る。

社会インフラの老朽化対策連携事業

圏域の産業・経済活動や日常生活を支える橋りょうをはじめとした社会インフラ
の老朽化対策を推進するため、研修会の開催等により、課題や知見の共有、担
い手の育成、技術力の向上等を図る。

圏域全体の生活関連機能サービスの向上

• 毎年開催するビジョン懇談会において、ＫＰＩの達成状況や各連携事業の進捗に関して意見聴取し、その意見を踏まえな
がら取り組みの精度を上げていく。

• 構成市町村の連携を高めながら、まずは既存の連携事業について進捗を図り、連携の効果を圏域住民に実感してもらう。

富山市
【連携中枢都市】

立山町

滑川市

舟橋村

上市町

〇富山広域連携中枢都市圏の取組
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基本目標４ 持続可能な都市経営・まちづくりを推進する
基本的方向 Society5.0の実現に向けた技術の活用
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小中学校等公共
施設にアンテナを
設置。市内居住エ
リアの98%をカバー

オープンソースコンポーネント（FIWARE）

既存プラットフォームとの連携

自動検針

鳥獣被害対策

IoTプラットフォーム

LPWA（LoRaWAN)
通信

ＬｏＲａＷＡＮ
ゲートウェイ
アンテナ

（LTE通信）

見守り

市民生活環境

ＬＰＷＡ網

データ利活用基盤
(FIWARE)
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市内の居住地域ほぼ全域から様々なIoTセンサーからの情報を収
集できる基盤を構築。

データ分析を通じ得られた成果を、市民サービスの向上や事務
の効率化、新たな政策立案に活用。

民間企業等にもIoT技術の開発環境として基盤を提供することで
地域産業を活性化。

既存プラットフォーム等とのクロスドメイン連携や産民学も含
めたデータの利活用を促進。

クロスドメイン・ビックデータ解析
による、新たな市民サービス創造

〇富山市スマートシティ推進基盤構築事業
富山市全域をカバーするＬＰＷＡ網とIoTプラットフォームからなる富山市スマートシティ推進基盤（センサーネット
ワーク）を構築し各種業務に活用するとともに、民間企業等にも提供し地域産業の活性化を図る

富山市のほぼ全域をカバーする
省電力広域エリア通信網

各種IoTセンサー
新たな情報取得や業務改善のためのIoTセンサー

ライフライン共通
プラットフォーム
の工事情報

×
IoTセンサーの児童
登下校路情報

水位・水温・
気温・土壌


